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配分（予定）額                    （単位：円） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

6,136,000円 18,681,000円 18,804,500円 18,778,500円 
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※令和４年度・令和５年度・令和６年度・令和７年度・令和８年度については予定

額 

 

研究目的の概要 

 世界中で移民が常態化している現状を踏まえ、この既成事実化がさらに加速し、ドイツが

そうしたように、日本も「移民国家」の自己規定に転換せざるを得なくなる将来を視野に入

れなくてはならない。そこでたとえば、移民との摩擦の回避と社会の分断を克服するための

社会ネットワークの構築、社会保障制度や教育政策の改善の検討が求められる。その際、人

文学・社会科学における学際的協働に加えて、ITやデータサイエンスなどの自然科学分野の

研究者との協働によって新たな概念やアプローチ法を構築すること、さらに教育、メディ

ア、行政、NGOなど様々な社会活動領域のステイクホルダーとの協働によって、現場の実態に

即した課題と解決方法を解明することが不可欠となる。また、社会の構成員として共生が常

態化している以上、移民自身も社会の客体ではなく、むしろ主体として政策や制度の設計に

関わることが不可欠となる。このように、人の国際移動の常態化をめぐり現実社会の変化の

なかで生じている社会の歪みを直視し、対応が遅れることで社会・経済を蝕んでくる根源的

課題を解明し、必要な政策対応を解明することが本プロジェクトの目的であり、この過程で

人文学・社会科学の研究者を中心に、自然科学との文理融合研究と、移住者自身を含めた多

様なステイクホルダーとの連携のなかで、30年後の日本と世界の社会・経済の発展に資する

学術知の創出を目指す。 

 

研究計画の概要 

 移民の常態化が進行する社会において、世界的に深刻が増している社会の分断を回避する

手法、及び回避しきれずに分断された社会の再構築のためのビジョンを明確化する。社会の

分断は、互いの理解不足から来る相互不信と、不信感をむしろ固定化してしまう社会制度に

本質的な原因があると考えられ、こうした障壁を取り除く作業が不可欠である。 

そこで本プロジェクトでは、①ホスト社会市民と移住者のコミュニケーションを円滑化する 

ための手法を明らかにする。教育委員会と自治体からの要望も調査した上で、言語教育の手 

法の改善と、コミュニケーションの支援システム（SNS とアプリ）の開発を、IT 関係企業と

の連携で行う。②移民との共生に不可欠な社会政策として、企業団体や保健所との意見交換

を踏まえて、技能実習制度の改善、家族制度の課題の析出と改善策の提示、医療を含めた福

祉制度の課題と改善策を明らかにする。③移民との共生の妨げになるリスク要因になり得る

メディアの偏向を排除する政策の解明を行い、移民をめぐる法・行政制度の改善点を明らか

にする。その上で、移民自身が公共の場における様々な意思決定に当事者として参画し得る

ための仕組みを、自治体、移民支援を行う NGO、雇用に関わる企業団体との意見交換を重ね

て提示する。以上①～③の研究遂行においては、産業界・行政・市民団体の様々なステイク

ホルダーとの対話を通じて改善の必要性と方向性を定めた上で、人文学・社会科学・自然科

学の各分野の専門家の間の討議により推進する。また、各検討領域での欧米・アジア諸国で

の事例との比較も行いながら、普遍的な解決策とともに地域の実態に即した応用例の発見、

開発へとつなげる。④上記①～③の具体的な研究成果を支える学術的な理論を構築する。20



世紀後半から議論が重ねられてきたが、移民の常態化が前提である現実を踏まえた解決策を

提供しているとは言えなかった多文化主義理論の刷新を行い、「移民対象の多文化主義」理

論を構築する。 

 


